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 １. １８年３月期の連結業績（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 注．金額は百万円未満を切捨て

　(１)　連結経営成績

売　   上　   高 営　 業　 利　 益 経　 常　 利　 益

　　　　　　　   百万円 % 　   百万円 % 　　　  百万円 %

１８年３月期 173,353 9.5 11,770 89.5
１７年３月期 158,274 16.1 7,721 6,210 36.2

潜在株式調整後

当  期  純  利  益 　１株当たり

当 期 純利益

　　　　　　     百万円 % 円 銭 　円　　銭 % % %

１８年３月期 6,586 17 57 － 10.7 6.2 6.8
１７年３月期 3,284 8 70 － 5.9 3.4 3.9

 （注）①持分法投資損益   １８年３月期  ５８百万円 １７年３月期  ５１百万円

       ②期中平均株数（連結） １８年３月期   371,321,026株 １７年３月期   371,357,585株

       ③会計処理の変更   無

       ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

　(２)　連結財政状態

１ 株 当 た り

株　主　資　本

百万円 　　  百万円 　% 円　　　　銭

１８年３月期 　　　　　196,656 　　65,853 33.5 177 19

１７年３月期 　　　　　184,683 　　57,461 31.1 154 59

 （注）期末発行済株式数 １８年３月期   371,306,175株 １７年３月期   371,335,753株

　(３)　連結キャッシュ・フロ－の状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 による 財 務 活 動 による 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ 期   末   残   高

百万円   百万円 　百万円    百万円

１８年３月期 　　　　　　5,854 　 △6,534  △ 5,307        18,179
１７年３月期 　　　　　　7,291 　　13,611  △11,918        24,111

　(４)　連結範囲及び持分法の適用に関する事項
         連結子会社数  ３４社 持分法適用非連結子会社数 -  社 持分法適用関連会社数 ２社

　(５)　連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　　　　連結子会社２社の合併により１社減となり、３４社となりました。

 ２. １９年３月期の連結業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

　百万円 百万円 百万円          百万円

中 間 期 91,000 3,300

通    期 188,000 7,100

　（参考）１株当たり予想当期純利益 （通期）　１９円１２銭(予想期中平均株式数による)

＊上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。

　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の５ページを参照してください。
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（１）当社グループの状況

  当社グループは、当社並びに４３社の子会社（連結３４社、非連結９社）及び４社の関連会社（持分法適用２社）

により構成され、鉄鋼製品関連事業、機械製品関連事業及び地域開発関連事業の３事業に区分しております。

  事業の系統図は次のとおりであります。

得　　意　　先

 製品・ｻｰﾋﾞｽ    製品・ｻｰﾋﾞｽ    製品・ｻｰﾋﾞｽ 製品・ｻｰﾋﾞｽ

(連結子会社)

日 鋼 商 事 ㈱

㈱ ニ ッ プ ラ

Japan Steel Works America,Inc.

JSW Plastics Machinery,Inc.

JSW Plastics Machinery(S)Pte Ltd.

JSW Plastics Machinery(H.K.)Co.Ltd.

JSW Plastics Machinery(M)SDN.BHD.

JSW Plastics Machinery(T)Co.,Ltd.

(非連結子会社)

JSW Plastics Machinery(TAIWAN) Corp.

JSW Plastics Machinery(Shanghai)Corp.

Rainbow Bridge Trading Limited

JSW Injection Machine Maintenance(Shenzen)Co.Ltd.

JSW Plastics Machinery Vietnam Ltd

室 蘭 新 エ ネ 開 発 ㈱

JOYO KOREA Co.,Ltd.

   製品・ｻｰﾋﾞｽ

当　　　　　　　　    　　　　　社

鉄鋼製品関連事業 機械製品関連事業 地域開発関連事業

外 注 加 工 外 注 加 工  ｻｰﾋﾞｽ 地 域 冷 暖 房

検 査 設 計 ビ ル 管 理

輸 送 請 負 他 不 動 産 管 理

請 負 他

（連結子会社） （連結子会社） （連結子会社）

日 鋼 工 営 ㈱ ㈱ カ ナ コ ー ア ー ム 興 産 ㈱

日 鋼 検 査 サ ー ビ ス ㈱ ㈱ サ ン ・ テ ク ト ロ （持分法適用関連会社）

日 鋼 運 輸 ㈱ 日 鋼 マ テ リ ア ル ㈱ 府 中 熱 供 給 ㈱

北 海 道 厚 産 ㈱ 日 鋼 設 計 ㈱

㈱ 日 鋼 機 械 セ ン タ ー ㈱ ジ ェ イ ・ テ ッ ク そ の 他

日 鋼 マ シ ナ リ ー ㈱ 日鋼ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ （連結子会社）

日 鋼 デ ザ イ ン ㈱ ｴ ﾑ ｼ ﾞ ｰ ﾌ ﾟ ﾚ ｼ ｼ ﾞ ｮ ﾝ ㈱ 日 鋼 情 報 シ ス テ ム ㈱

日 鋼 ト ラ ッ ク ㈱ 日 鋼 特 機 ㈱ ニ ッ コ ー 厚 産 ㈱

日鋼キャスティング㈱ ㈱ ジ ャ ス ト ファインクリスタル㈱

㈱JSW Clad Steel Plate Company 日 鋼 テ ク ノ ㈱ Fine　Crystal（H.K.)Co.,Ltd

（非連結子会社） 常 陽 工 学 ㈱ （持分法適用関連会社）

㈱日鋼室蘭 ﾏ ﾈ ｰ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ （非連結子会社） 西 胆 振 環 境 ㈱

㈱ Ｊ － ｗ ｉ ｎ （関連会社）

（関連会社） ㈱ 室 蘭 ｶ ﾝ ﾄ ﾘ ｰ ｸ ﾗ ﾌ ﾞ

寧波通用塑料机製造有限公司
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１．基本方針

　当社は、「独創技術で変化を創り出し社会の発展に貢献する企業」であることを目指してい

ます。この実現のため、「経済的価値」と「社会的価値」の２つの側面から次の３つのＳの遂

行を基本として「企業価値の最大化」に努めております。

　①C/S:Customer Satisfaction（顧客満足）

　②S/S:Shareholder Satisfaction（株主満足）

　③E/S:Employee Satisfaction（従業員満足）

　これら基本方針のもと、「収益基盤の強化」及び「新たな事業領域の早期戦力化」を重点課

題と位置付けて種々の施策を展開・実施してまいります。

２．利益配分に関する基本方針

　当社は、期間利益に応じた利益還元を安定的に行うことを基本姿勢としつつ、経営基盤の一

層の強化と長期的な事業展開に必要な内部留保の充実に努めることとしておりますので、利益

配分はこの方針に基づき、実施してまいります。なお会社法施行後の対応については、特段の

変更を予定しておりません。

３．投資単位の引き下げに関する考え方及び方針

　投資単位の引き下げに関しては、株価、株式数、財務状況等を総合的に判断して検討したい

と考えております。なお、具体的な方針、時期等については未定であります。

４．会社が対処すべき課題

　当社は、平成１９年３月期からスタートする新中期経営計画において、「収益力の向上」

「資産効率の向上」及び「ＣＳＲの推進」を重点目標と位置付け、更なる企業価値の増大を実

現するために、次のような諸施策を実施してまいります。

　①差別化技術の向上による価格競争力の強化

　②計画的な経営資源の投入による生産能力及びコスト競争力の向上

　③業務管理の強化、効率化による営業力の強化

　④運転資金の圧縮によるキャッシュ･フローの改善

　⑤グループ企業を含めた内部統制の推進

　更に、新製品の上市と事業領域の拡大に取り組むために、新エネルギー、情報通信、環境、

ナノテク・材料、新製造技術を指向する成長分野として、重点的に開発資源を投入して早期の

収益化を目指します。また、開発企画を強化して技術・市場動向の調査・分析に基づく企画立

案能力を向上することにより新規事業の拡大を図ってまいります。

（２）経 営 方 針　
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　また、企業活動の透明性を確保するために、ＩＲ活動等を通じた適正な情報開示に努めると

ともに、企業活動の基本となる安全の確保と品質の向上を目指し、企業としての社会的責任を

遂行すべく、内部統制システムの構築や法令遵守の徹底と企業倫理の確立に努め、併せて環境

中期計画に基づいた環境汚染物質の排出量削減等の環境保全活動に注力するなど、株主価値の

更なる向上に邁進する所存です。

５．中長期的な会社の経営戦略

　当社は、平成１７年３月期から平成２０年３月期を最終年度とする中期経営計画（Ｊ２００７）

を実施してまいりましたが、平成２０年３月期の目標値を２年前倒しで達成することができま

した。　

　これに伴い、Ｊ２００７については、平成１８年３月期で終了し、平成１９年３月期を初年

度とする３ヵ年の新中期経営計画（Ｊ２００８）を策定いたしました。

　つきましては、Ｊ２００８の概要を本日別途開示いたしましたので、ご参照ください。

　なお、これまで実施してきたＪ２００７の数値目標と達成状況は次のとおりです。

（単位：億円）

17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 17年3月期 18年3月期
計　画 計　画 計　画 計　画 実　績 実　績

売 上 高 1,380 1,479 1,554 1,600 1,582 1,733

連 営 業 利 益 61 66 77 87 77 128

経 常 利 益 40 50 60 70 62 117

結 当 期 純 利 益 16 19 25 31 32 65

純有利子負債 491 475 460 400 271 283

売 上 高 1,160 1,232 1,296 1,344 1,299 1,455

個 営 業 利 益 40 51 62 72 48 107

経 常 利 益 30 40 50 60 42 102

別 当 期 純 利 益 12 13 19 25 24 60

純有利子負債 499 494 485 425 303 316

注）億円未満は切り捨てて表示しております。
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（３）経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

１．当期の概況

　当期におけるわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加による内需の拡大と併

せて米国や中国を中心とした外需が好調に推移したことにより、景気は本格的な回復基調で推移い

たしました。

　このような情勢の下、当社グループは中期経営計画にて掲げた最優先課題である収益力の向上を

目指して、需要の増加に対応した設備投資を積極的に進める一方で、生産効率の向上及び調達費の

改善によるコスト削減を図ってまいりました。また更なる有利子負債の削減を進め財務体質の強化

に取り組んでまいりました。

　この結果、当社グループは中期経営計画の平成２０年３月期目標値を２年前倒しで達成すること

ができ、当期の業績は次のとおりとなりました。

　受注高につきましては、鉄鋼製品関連事業において発電プラント用部材が伸長し、石油精製用塔

槽類やクラッド鋼板・鋼管などのエネルギー関連部材が大幅に増加するとともに、機械製品関連事

業において造粒機・押出機などの樹脂製造機械、プラスチック射出成形機、流体機械及び風力発電

機器が増加しましたので、前期比３７％増の２，２７６億５６百万円となりました。　

　売上高につきましては、地域開発関連事業並びに機械製品関連事業の流体機械及びマグネシウム

合金射出成形機が減少しましたが、クラッド鋼板・鋼管が大幅に増加したほか、発電プラント用部

材、石油精製用塔槽類及びプラスチック射出成形機が伸長しましたので、前期比１０％増の

１，７３３億５４百万円となりました。

　損益面につきましては、調達費改善などによる変動費の削減効果が寄与するとともに、売上高の

伸長による増産効果により、営業利益は前期比６７％増の１２８億７６百万円、経常利益は９０％

増の１１７億７０百万円、当期純利益は特別損失の減少や税負担の軽減もあり、１０１％増の６５

億８６百万円となりました。

○当期連結業績の部門別概況は次のとおりです。

（鉄鋼製品関連事業）

　鋳鍛鋼部門においては、電子材料用素材が減少したものの、ローターシャフト及び原子力発電向

け部材などの発電プラント用部材の受注が伸長するとともに、鉄鋼用ロールが好調だったことに加

え発電プラント用部材の売上が堅調に推移しましたので、受注・売上とも増加しました。

　鋼板・鉄構部門においては、クエート向けを中心とする石油精製用塔槽類及び海洋天然ガス田向

けクラッド鋼管が大幅に伸長したことに加え、ケミカルタンカー・淡水化プラント用クラッド鋼板

の受注が好調に推移し、売上は石油精製用塔槽類及びクラッド鋼板が堅調に推移したほか、クラッ

ド鋼板が大幅に伸長しましたので、受注・売上とも増加しました。

これにより、全体として受注高は前期比６４％増の１，０５２億９９百万円、売上高は２３％増の

６４３億６６百万円となりました。

営業利益につきましては、原油及び原材料の価格高騰による影響があったものの、好調な受注に支

えられて売上が伸長したことによる増産効果のほか、製品代価の是正を推し進めたことにより、前

-4-
株式会社日本製鋼所（連結）



期比７９％増の７６億１７百万円となりました。

（機械製品関連事業）

　樹脂機械部門においては、サウジアラビア向けを中心とした樹脂製造機械が大きく伸長し、国内

自動車分野向けのプラスチック射出成形機の受注が好調に推移したほか、自動車ガソリンタンク製

造用の中空成形機の好調に加え、樹脂製造機械及びプラスチック射出成形機の売上が堅調でしたの

で、受注・売上とも増加しました。

また、その他機械部門においては、流体機械が伸長したほか、レーザアニール装置及び風力発電機

器の受注は好調に推移しましたが、売上については、流体機械及び風力発電機器が減少しました。

これにより、全体として受注高は前期比２０％増の１，１９３億４７百万円、売上高は４％増の

１，０６９億６百万円となりました。

営業利益につきましては、部品価格等は依然として高い水準で推移しているものの、売上の増加に

よる増産効果のほか、調達費及び製造コストの削減効果などが寄与したことにより、前期比３０％

増の９７億９１百万円となりました。

（地域開発関連事業）

　受注高につきましては、販売用不動産の成約により前期比２２％増の３０億１０百万円、売上高

につきましては、前期の事業用賃貸ビルの売却に伴う賃貸収入の減少がありましたので、３７％減

の２０億８１百万円、営業利益につきましては、３４％減の７億４６百万円となりました。

２．次期の見通し

　今後の見通しにつきましては、不安定な世界情勢や原油価格の動向が内外経済に及ぼす影響には

留意し続ける必要はありますが、設備投資は引続き堅調に推移するものと予想されており、企業収

益の改善が個人消費にも波及して、民間需要に支えられた景気回復が継続するものと見込まれてい

ます。

　このような中、当社グループの平成１９年３月期の業績見通しは、原油及び原材料価格の高騰等

による影響が懸念されますが、発電プラント用部材、石油精製用塔槽類、クラッド鋼板・鋼管など

のエネルギー関連部材、並びに樹脂製造機械及びプラスチック射出成形機などの樹脂機械の売上が

好調に推移するほか、前期来の好調な受注及び売上の伸長による増産効果、製品代価の是正、製造

コストの削減などにより、売上、利益とも増加する見込みです。

（単位：百万円）

決算期 区分 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

平成18年3月期 連結 173,353 12,876 11,770 6,586

実　績 個別 145,555 10,706 10,223 6,026

平成19年3月期 連結 188,000 15,000 13,500 7,100

予　想 個別 160,000 13,000 12,000 6,400
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3．財政状態

①当期の概要

（単位：百万円）

Ｈ14/3期 Ｈ15/3期 Ｈ16/3期 Ｈ17/3期 Ｈ18/3期 増減

4,133 9,928 8,232 7,291 5,854 △　1,437

525 △　1,888 △　2,791 13,611 △　6,534 △　20,145

△　2,150 △　5,283 △　5,959 △　11,918 △　5,307 6,611

76 △　52 △　42 △　15 55 70

2,584 2,703 △　561 8,968 △　5,931 △　14,899

- - 90 - - 0

12,910 15,613 15,142 24,111 18,179 △　5,931

73,337 68,059 62,102 51,069 46,954 △　4,115

　当期における現金及び現金同等物(以下「資金｣という｡)は、非資金項目を調整したベースでは

当事業年度末には前年同期末に比べ５９億３１百万円減少し１８１億７９百万円となりました。

これは、税金等調整前当期純利益が１１２億２３百万円(前年同期は５７億８１百万円)となりました

ものの、生産効率・能力の向上のための設備投資の拡大による支出と外部有利子負債の削減を進めた

結果によるものであります。

 当期における各キャッシュ･フローの状況とそれらの要因は次の通りであります｡

②営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果獲得した資金は､５８億５４百万円(前年同期は７２億９１百万円の収入）となり

ました｡これは､税金等調整前当期純利益が１１２億２３百万円であります上､資金の支出を伴わない

減価償却費４１億１２百万円の計上をしていることと運転資金の効率化活動の効果が、納税資金や

売上高伸長による運転資金増加を上回ったことによるものです。

③投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果支出した資金は､６５億３４百万円(前年同期は１３６億１１百万円の収入)と

なりました｡これは主に、設備増強等による有形固定資産の取得による支出４８億８４百万円

等のよるものであります。

④財務活動によるキャッシュ・フロー

  財務活動の結果支出した資金は､５３億０７万円(前年同期は１１９億１８百万円の支出)

となりました。これは主に､社債借換による収入を長短借入金の返済が上回った結果であります。

なお、当社グループのキャッシュ･フロー指標のトレンドは下記の通りであります。

平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

自 己 資 本 比 率 ( ％ ) 26.1% 27.5% 29.3% 30.3% 31.1% 33.5%

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率
( ％ )

20.8% 21.0% 16.7% 40.0% 46.3% 151.6%

債 務 償 還 年 数 ( 年 ) 71.6年 17.7年 6.9年 7.5年 7.0年 8.0年
インタレスト・カバレッ
ジ ・ レ シ オ

0.5 2.9 7.5 7.3 6.9 7.1

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増減

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高

借 入 金 及 び 社 債 の 期 末 残 高

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

為 替 換 算 差 額

-6- 株式会社日本製鋼所（連結）



４．事業等のリスク

　当社グループの事業について、開示日現在において投資者の判断に重要な影響を及ぼすおそれ

のあるリスクは、次のとおりです。

　①事業の特徴

　　　当社グループの製品は、国内外の民間企業、官公庁等向けの販売が主であるため、景気や民

　　間企業の設備投資、海外等における国家的プロジェクト、官公庁の公共投資等の動向により業

　　績に影響を受ける可能性があります。

　

　②為替レートの変動

　　　当社グループの製品は、輸出比率が毎年度40％程度で推移しており、製品の受注から売上ま

　　での期間は比較的長期間を要します。従って、受注から売上までの間の為替動向により、受注

　　時点の予想に比べて売上時点の損益に相違が生じ業績に影響を受ける可能性があります。

　③原材料・部品等の調達

　　　当社グループの製品は、受注から売上までに比較的長期間を要するため、この間の原材料・

　　部品等の価格動向により業績に影響を受ける可能性があります。

　④品質管理・製造物責任

　　　当社グループは、主にメーカーとして客先仕様に基づく製品を受注し製造・販売しているた

　　め、製品の性能不良や欠陥等の瑕疵担保責任に起因する損害賠償等の負担により業績に影響を

　　受ける可能性があります。また、製造物責任に起因する損害賠償については生産物賠償責任保

　　険に加入していますが、損害賠償額が保険金額を上回る等の場合は業績に影響を受ける可能性

　　があります。

　⑤カントリーリスク

　　　当社グループは、世界各国で事業を行っているため、仕向地国等においてテロの発生、政情

　　　の悪化、経済状況の変動並びに予期せぬ法律・規制の変更があった場合は業績に影響を受け

　　　る可能性があります。

　⑥技術受入契約

　　　当社グループは、主に自らの研究開発・技術展開により製品の製造・販売をしていますが、

　　一部製品については、海外企業との技術受入契約に基づいて製造・販売しているものがありま

　　す。これら製品については、当該企業との契約条件や事業戦略等により業績に影響を受ける可

　　能性があります。
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　⑦金利の変動

　　　急激な金利上昇があった場合は業績に影響を及ぼす可能性があります。

　⑧退職給付債務

　　　年金資産の時価の下落及び運用利回り・割引率等の退職給付債務算定に用いる前提に変更が

　　あった場合は業績に影響を及ぼす可能性があります。

　⑨石綿（アスベスト）問題

　　　当社グループは、従業員及び元従業員において、過去の石綿含有製品の使用作業に起因する

　　と思われる健康障害事例が数件発生しております。石綿関連救済にかかる法令改正、これら件　

　　数等が大幅に拡大した場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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　( 単  位：百万円 )

(H17年 3月31日現在) (H18年 3月31日現在) (B)  -  (A)

Ⅰ 

1 23,901 18,572 5,329 △     

2 42,425 45,754 3,329 

3 573 － 573 △       

4 44,488 50,583 6,095 

5 881 928 47 

6 263 406 143 

7 3,214 2,998 216 △       

8 492 620 128 

9 302 2,503 2,201 

311 △       266 △       45 

流 動 資 産 合 計 116,232 122,100 5,868 

Ⅱ

1

(1) 建 物 及 び 構 築 物 27,745 27,511 234 △       

(2) 機械装置及び運搬具 12,285 12,765 480 

(3) 工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 1,702 1,909 207 

(4) 土 地 9,786 9,697 89 △        

(5) 建 設 仮 勘 定 708 1,219 511 

有 形 固 定 資 産 計 52,227 53,103 876 

2 1,265 1,444 179 

3

(1) 投 資 有 価 証 券 10,339 15,461 5,122 

　　　(2) 長 期 貸 付 金 0 － △    　 0 

　　　(3) 更 生 債 権 等 32 18 14 △        

(4) 長 期 前 払 費 用 507 556 49 

(5) 繰 延 税 金 資 産 1,105 1,185 80 

(6) そ の 他 3,116 3,016 100 △       

貸 倒 引 当 金 142 △       231 △       89 △        

投資その他の資産計 14,958 20,007 5,049 

固 定 資 産 合 計 68,450 74,556 6,106 

184,683 196,656 11,973 

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

無 形 固 定 資 産

当連結会計年度 (B)

資産合計

有 形 固 定 資 産

(４)－１　比　較　連　結　貸　借　対　照　表

前連結会計年度 (A)

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

そ の 他

た な 卸 資 産

前 渡 金

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

   平成１８年３月３１日現在

対前年比増減
科 目

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

(資産の部)

有 価 証 券

前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産
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(H17年 3月31日現在) (H18年 3月31日現在) (B)  -  (A)

Ⅰ

1 35,824 41,697 5,873 

2 17,359 12,822 4,537 △     

3 5,563 7,151 1,588 

4 7,030 30 7,000 △     

5 7,953 3,446 4,507 △     

6 9,019 8,710 309 △       

7 8,133 10,388 2,255 

8 2,445 5,231 2,786 

流 動 負 債 合 計 93,329 89,478 3,851 △     

Ⅱ

1 90 10,060 9,970 

2 21,027 16,890 4,137 △     

3 2,061 4,040 1,979 

4 5,901 6,243 342 

5 3,245 3,275 30 

6 740 443 297 △       

7 212 183 29 △        

固 定 負 債 合 計 33,278 41,137 7,859 

負債合計 126,607 130,616 4,009 

614 186 428 △       

Ⅰ 19,694 19,694 － 

Ⅱ 5,421 5,422 1 

Ⅲ 30,053 35,469 5,416 

Ⅳ 2,539 5,433 2,894 

Ⅴ 232 △       137 △       95 

Ⅵ 14 △        28 △        14 △        

資本合計 57,461 65,853 8,392 

負債、少数株主持分及び資本合計 184,683 196,656 11,973 

未 払 法 人 税 等

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

１ 年 内 償 還 社 債

１年内返済長期借入金

(負債の部)

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

流 動 負 債

固 定 負 債

社 債

前 受 金

そ の 他

長 期 預 か り 保 証 金

未 払 費 用

当連結会計年度 (B)

少 数 株 主 持 分

(少数株主持分)

長 期 借 入 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

科 目

資 本 金

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

(資本の部)

退 職 給 付 引 当 金

短 期 借 入 金

前連結会計年度 (A) 対前年比増減
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　　　　至　  平成１８年３月３１日　　　　　　　　　　( 単  位：百万円 )

　自　H16年 4月 1日 　自　H17年 4月 1日 (B)   -   (A)
　至　H17年 3月31日 　至　H18年 3月31日

Ⅰ 158,274 173,353 15,079 

Ⅱ 127,247 136,335 9,088 

売 上 総 利 益 31,027 37,018 5,991 

Ⅲ

1 販 売 直 接 費 7,560 7,727 167 
2 販売間接費及び一般管理費 15,745 16,414 669 

23,305 24,141 836 

7,721 12,876 5,155 
4.9% 7.4% 2.5%

Ⅳ

1 受 取 利 息 15 16 1 
2 受 取 配 当 金 95 132 37 
3 持分法による投資利益 51 58 7 
4 雑 収 益 546 1,043 497 

営 業 外 収 益 計 708 1,251 543 

Ⅴ

1 支 払 利 息 1,052 843 209 △       
2 退職給付会計基準変更時差異 729 693 36 △        
3 雑 損 失 437 820 383 

営 業 外 費 用 計 2,219 2,356 137 

6,210 11,770 5,560 
3.9% 6.8% 2.9%

Ⅵ

1 固 定 資 産 売 却 益 15 6 9 △         
2 信 託 受 益 権 売 却 益 4,760 － 4,760 △     
3 そ の 他 18 98 80 

特 別 利 益 計 4,794 105 4,689 △     

Ⅶ

1 固 定 資 産 売 却 損 575 64 511 △       
2 固 定 資 産 廃 却 損 1,794 491 1,303 △     
3 販売用不動産評価損 2,482 － 2,482 △     
4 投資有価証券等評価損 12 34 22 
5 固 定 資 産 減 損 損 失 － 63 63 
6 そ の 他 357 － 357 △       
特 別 損 失 計 5,223 653 4,570 △     

5,781 11,223 5,442 
　　  法人税、住民税 及び事業税 8,728 4,406 4,322 △     
　　 6,317 △     130 6,447 

85 99 14 
　　 3,284 6,586 3,302 

特 別 損 失

特 別 利 益

営 業 外 収 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

税金等調整前当期純利益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

営 業 利 益

(売上高営業利益率)

(４)－２　比　較　連　結　損　益　計　算　書
自　  平成１７年４月　１日

(売上高経常利益率)

対前年比増減

販売費及び一般管理費計

当連結会計年度 (B)

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

科 目
前連結会計年度 (Ａ)
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( 単位：百万円 )

　自　H16年 4月 1日 　自　H17年 4月 1日 (B)   -   (A)
　至　H17年 3月31日 　至　H18年 3月31日

Ⅰ 5,421 5,421 － 

Ⅱ

自 己 株 式 処 分 差 益 0 0 0

Ⅲ 5,421 5,422 1 

Ⅰ 27,511 30,053 2,542 

Ⅱ

当 期 純 利 益 3,284 6,586 3,302 

Ⅲ

1 配 当 金 742 1,114 372 

2 役 員 賞 与 － 55 55 

Ⅳ 30,053 35,469 5,416 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

資 本 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 期 末 残 高

資 本 剰 余 金 期 末 残 高

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

(４)－３   比 較 連 結 剰 余 金 計 算 書

自　平成１７年４月　１日
至　平成１８年３月３１日

（資本剰余金の部）

前連結会計年度 (Ａ) 当連結会計年度 (B) 対前年比増減

科 目
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( 単位：百万円 )

自 H16年 4月 1日 自 H17年 4月 1日 (B)   -   (A)
　至　H17年 3月31日 　至　H18年 3月31日

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロ－

5,781 11,223 5,442 
4,291 4,112 179 △         

139 259 120 
110 △         149 △         39 △          

1,052 843 209 △         
－ 61 61 
51 △          58 △          7 △           

2,482 － 2,482 △       
12 34 22 
0 98 △          98 △          

808 782 26 △          
1,794 491 1,303 △       
4,201 △       57 4,258 

－ 63 63 
473 △      279 △         194 

7,166 4,752 2,414 △       
8,121 △       6,094 △       2,027 

743 575 △         1,318 △       
小   計 11,316 15,426 4,110 

143 169 26 
1,059 △       824 △         235 
3,108 △       8,916 △       5,808 △       

    営業活動によるキャッシュ・フロ－ 7,291 5,854 1,437 △       

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロ－

40 △          － 40 
29 29 0 

4,099 △       4,884 △       785 △         
20,149 67 20,082 △      

20 △          201 △         181 △         
100 166 66 

1,911 △       453 △         1,458 
0 0 0 
0 0 0 

20 △          99 △          79 △          
110 － 110 △         
622 △         894 △         272 △         
63 △          267 △         204 △         

    投資活動によるキャッシュ・フロ－ 13,611 6,534 △       20,145 △      

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロ－

11,997 △      4,535 △       7,462 
5,000 3,000 2,000 △       
4,154 △       5,549 △       1,395 △       

－ 9,938 9,938 
15 △          7,030 △       7,015 △       

742 △         1,114 △       372 △         
6 △           13 △          7 △           
2 △           3 △           1 △           

    財務活動によるキャッシュ・フロ－ 11,918 △      5,307 △       6,611 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 15 △          55 70 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 8,968 5,931 △       14,899 △      

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 15,142 24,111 8,969 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 24,111 18,179 5,932 △       

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額

23,901 18,572
573 － 

24,474 18,572
△ 290 △ 393
△ 73 － 

24,111 18,179差引

平成17年3月31日 平成18年3月31日
現 金 及 び 預 金 勘 定
有 価 証 券 勘 定

預入れ期間が3ヶ月を越える定期預金等
株式及び償還期間が3ヶ月を越える債券

計

前連結会計年度 (Ａ) 当連結会計年度 (B) 対前年比増減

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

期 別

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
減 価 償 却 費

科 目

連 結 調 整 勘 定 の 償 却 額

そ の 他

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

支 払 利 息

持 分 法 に よ る 投 資 利 益

投 資 有 価 証 券 等 評 価 損

会 計 基 準 変 更 時 差 異 償 却
投 資 有 価 証 売 却 益

社 債 発 行 費 償 却

有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 廃 却 損
有 形 固 定 資 産 売 却 損 益

営 業 債 務 の 増 加 額
た な 卸 資 産 の 増 加 額

固 定 資 産 の 減 損 損 失
営 業 債 権 の 増 加 額

長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

非 連 結 子 会 社 の 売 却 に よ る 収 入

有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入
有形・無形固定資産の取得による支出
有形・無形固定資産の売却による収入

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

利 息 の 支 払 額
法 人 税 等 の 支 払 額 及 び 還 付 額

そ の 他

短 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入
長 期 預 り 保 証 金 返 戻 に よ る 支 出

そ の 他

短 期 借 入 金 減 少 額
長 期 借 入 れ に よ る 収 入
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

(４)－４ 比較連結キャッシュ・フロ－計算書

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

社 債 発 行 に よ る 収 入

販 売 用 不 動 産 評 価 損

社 債 償 還 に よ る 支 出
配 当 金 の 支 払 額

非 連 結 子 会 社 設 立 に よ る 支 出

子 会 社 株 式 取 得 に よ る 支 出

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入
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連結財務諸表作成のための基本となる事項

１. 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

  （１）連結子会社数   ３４社 （日鋼商事(株)、Japan Steel Works America Inc.、
  JSW Plastics Machinery, Inc.、(株)ニップラ、
  日鋼検査サービス(株)、日鋼工営(株)、日鋼マテリアル(株)
  日鋼特機(株)、(株)日鋼機械センター 常陽工学(株)　他）

  （２）持分法適用会社数    2社 （府中熱供給(株)・西胆振環境(株)）
  （３）連結範囲の異動状況

２. 連結子会社の決算日等に関する事項

      連結子会社のうち、Japan Steel Works America, Inc.、JSW Plastics Machinery, Inc.
    他５社 の決算日は１２月３１日であり,常陽工学(株)の決算日は1月31日であります。
      連結財務諸表の作成に当たっては、Japan Steel Works America, Inc.、JSW Plastics
    Machinery, Inc. 他６社については連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、１２月３１日
    及び１月３１日現在の財務諸表を採用していますが、連結決算日との間に生じた重要な
　　取引については連結上必要な調整を行っております。

３. 会計処理基準に関する事項

  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有  価  証  券
満期保有目的の債券………償却原価法(定額法)
その他有価証券
   時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は
   移動平均法により算定）

   時価のないもの………移動平均法による原価法
② デリバティブ…………時価法
③ た な 卸 資 産…………主として個別法に基づく原価法

  （２）重要な減価償却資産の減価償却方法

①有形固定資産…………………………主として定額法
        主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物 ６～６５年
機械装置及び運搬具 ３～２０年

②無形固定資産･長期前払費用…………定額法
　　　　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における
　　　　見込利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しており
　　　　ます。

  （３）重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
　　　　　　　　　　　　 貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定債権については個別に
                        回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退
                        職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末
                        において発生していると認められる額を計上しております。 
                        なお、会計基準変更時差異(7,779百万円)については主に10年
                        による按分額を費用処理しております。
     　                 また、数理計算上の差異については１０年による定額法により
             　         按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理する
　　　 　　　　　　　　 こととしております。
　　　　　　　　　　　　過去勤務債務については１０年による定額法により按分した額を
　　　　　　　　　　　  発生した連結会計年度から費用処理しております。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計
年度末要支給見込額を計上しております。

  （４）重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
 については通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

連結子会社間の合併により、連結子会社の数は前連結会計年度に比し１社減少い
たしました。

③役員退職慰労引当金……
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  （５）重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
  として処理しております。 なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭
  債権債務については、当該為替予約等の円貨額に換算しております。
   また、在外子会社等の資産及び負債は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
　費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定
　に含めております。

  （６）重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権
　債務等については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップ
　について特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
　通貨…… 外貨建受注工事の受取代金及び外貨建購買債務を対象に、先物為替予約により

ヘッジしております。
　金利…… 金利市場連動型借入を対象に、金利スワップによりヘッジしております。

③ ヘッジ方針
　輸出入取引に係わる為替変動リスク及び資金調達に係わる金利変動リスクを回避する
 ため、為替予約取引及び金利スワップ取引を行っております。
　そのため、実需取引を原則とし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わない方針
　であります。
　また、当グループで当該取引を利用するのは連結財務諸表提出会社のみであります。

④ ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動、キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両者の
　変動額などを基礎にして判断しております。

  （７）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

① 繰延資産の処理方法
社債発行費 …　支出時に全額を費用処理しております。

② 収益及び費用の計上基準

③ 消費税等の会計処理の方法
  税抜方式を採用しております。

(会計方針の変更)

４．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

５.連結調整勘定の償却に関する事項

連結調整勘定は５年間で均等償却しております。

６．利益処分項目等の取り扱いに関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分
に基づいて作成しております。

７ 連結キャッシュ・フロ－計算書における資金の範囲

      連結キャッシュ・フロ－計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び
    随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク
    しか負わない取得日から3ヶ月以内に満期日又は償還日の到来する短期投資であります。

　売上高及び売上原価は、原則として受注工事に係る製品の出荷及び工事の完了した事業年度
に計上しています。但し、長期の大型工事（工期が２年以上で、かつ請負金額が３０億円以
上）については、工事進行基準を適用しております。

　｢固定資産の減損に係る会計基準｣（｢固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書｣(企
業会計審議会平成１４年８月９日）及び｢固定資産の減損に係る会計基準の適用指針｣（企業会計基
準委員会平成１５年１０月３１日企業会計基準適用指針第６号）を当事業年度から適用しておりま
す。これにより税引前純利益は、６３百万円減少しております。なお、減損損失累計額について
は、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。
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　　（ 単 位：百万円 ）

１.　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら １.　リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

　 　られるもの以外のファイナンス・リース取引 　 　られるもの以外のファイナンス・リース取引

  （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計   （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

　　　　額相当額及び期末残高相当額 　　　　額相当額及び期末残高相当額

取 得 価 額 減 価 償 却 期 末 残 高 取 得 価 額 減 価 償 却 期 末 残 高
累 計 額 累 計 額

相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

建 物 38 24 14 建 物 38 33 5

機械及び装置 3,822 1,671 2,151 機械及び装置 3,904 2,028 1,875

工 具 器 具 等 2,088 961 1,126 工 具 器 具 等 2,431 1,010 1,420

無形固定資産 167 112 55 無形固定資産 167 76 90

合計 6,117 2,769 3,347 合計 6,541 3,148 3,392

　　（２）未経過リース料期末残高相当額 　（２）未経過リース料期末残高相当額

１ 年 以内 951 １ 年 以内 1,042

１  年  超 2,396 １  年  超 2,350

　合　計 3,347 　合　計 3,392

　　　　なお、取得価額相当額及び未経過リース料 同左

　　　期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が

　　　有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

　　　ため、「支払利子込み法」により算定して

　　　おります。

　　（３）支払リース料及び減価償却費相当額　 　（３）支払リース料及び減価償却費相当額　

支 払 リ ー ス料 874 支 払 リ ー ス料 1,057

減価償却費相当額 874 減価償却費相当額 1,057

　　（４）減価償却費相当額の算定方法 　（４）減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と 同左

　　　　する定額法によっております。

２.　オペレーティング・リース取引 ２.　オペレーティング・リース取引

　　　　　　未経過リース料 　　　　　未経過リース料

１ 年 以 内 583 １ 年 以 内 625

１  年  超 908 １  年  超 1,765

　合　計 1,492 　合　計 2,390

  (５)　リ　－　ス　取　引　関　係

前 連 結 会 計 年 度 当 連 結 会 計 年 度
　自　H16年 4月 1日
　至　H17年 3月31日

　自　H17年 4月 1日
　至　H18年 3月31日
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１.　事業の種類別セグメント情報      ( 単  位 : 百万円 )

鉄 鋼 製 品 機 械 製 品 地 域 開 発 消　　　去

関 連 事 業 関 連 事 業 関 連 事 業 計 又 は 全 社 連　　　結

1.　売上高及び営業損益

　   売　　上　　高  

  (1)  外部顧客に対する売上高 52,339 102,618 3,316 158,274 －   158,274 

  (2)  セ グ メ ン ト 間 の

　　   内部売上高又は振替高 2,046 661 87 2,795 2,795 )(     － 

計 54,385 103,279 3,404 161,069 2,795 )(     158,274 

　   営 　業　 費 　用 50,125 95,758 2,273 148,158 2,394 150,552 

　   営　 業 　利　 益 4,259 7,521 1,130 12,911 5,189 )(     7,721 

2.　資産、減価償却費及び

　  資本的支出

　   資　　　　　　　産 52,154 81,841 14,804 148,800 35,883 184,683 

　   減  価  償  却  費 1,755 1,684 690 4,130 160 4,291 

　   資  本  的  支  出 2,657 1,092 294 4,044 228 △       3,816 

     ( 単  位 : 百万円 )

鉄 鋼 製 品 機 械 製 品 地 域 開 発 消　　　去

関 連 事 業 関 連 事 業 関 連 事 業 計 又 は 全 社 連　　　結

1.　売上高及び営業損益

　   売　　上　　高  

  (1)  外部顧客に対する売上高 64,366 106,906 2,081 173,353 －   173,353 

  (2)  セ グ メ ン ト 間 の

　　   内部売上高又は振替高 1,275 442 12 1,730 1,730 )(     － 

計 65,641 107,349 2,093 175,084 1,730 )(     173,353 

　   営 　業　 費 　用 58,024 97,557 1,347 156,928 3,548 160,477 

　   営　 業 　利　 益 7,617 9,791 746 18,155 5,279 )(     12,876 

2.　資産、減価償却費及び

　  資本的支出

　   資　　　　　　　産 59,830 87,154 14,346 161,331 35,325 196,656 

　   減  価  償  却  費 2,034 1,617 326 3,978 134 4,112 

　   資  本  的  支  出 3,276 1,706 0 4,983 123 5,106 

(注)1. 事業区分は、売上集計区分によっております。

　　2. 各事業の主要な製品
　　　　(1)　鉄鋼製品関連事業
　　　　　　   鋳 鍛 鋼 製 品　……………… 発電用品・原子力関連機材・電子材料用素材等
　　　　　　   鋼鈑・鉄構製品　……………… 石油精製・石油化学用品・クラッド鋼板・鋼管等
　　　　(2)　機械製品関連事業
　　　　　　   樹 脂 機械製品　……………… 射出成形機・中空成形機・合成樹脂製造加工機械等
　　　　　　   そ の 他 機 械　……………… ディスプレイ製造関連機器・マグネシウム射出成形機・風力発電機器等
　　　　(3)　地域開発関連事業  ……………… 地域総合開発

　 3. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門・経理部門・
　　　財務部門等管理部門及び研究開発部門に係わる費用であります。
　　　    前連結会計年度    5,061百万円
　　　    当連結会計年度    5,280百万円

　 4. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、
　　　長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係わる資産等であります。
　　　   前連結会計年度    36,097百万円
　　　   当連結会計年度    35,138百万円

前連結会計年度( 平成 16年  4月  1日～平成 17年  3月31日 )

当連結会計年度( 平成 17年  4月  1日～平成 18年  3月31日 )

  (６)  セ 　グ　 メ 　ン 　ト 　情 　報
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２.　所 在 地 別 セ グ メ ン ト情報 ( 単　位：百万円 )

消　　　去

日　　　本 北　　　米 計 又 は 全 社 連　　　結

1.　売上高及び営業損益

　   売　　上　　高

  (1)  外部顧客に対する売上高 153,159 2,234 2,879 158,274 －   158,274 

  (2)  セ グ メ ン ト 間 の

　　   内部売上高又は振替高 3,766 98 794 4,659 4,659 )(     － 

計 156,926 2,332 3,674 162,933 4,659 )(     158,274 

　   営　 業　 費　 用 144,401 2,242 3,560 150,204 　　　347 150,552 

　   営　 業 　利　 益 12,524 89 114 12,728 5,007 )(     7,721 

2.　資　 　　  　　 産 146,951 2,738 3,745 153,434 　 31，248 184,683 

( 単　位：百万円 )

消　　　去

日　　　本 北　　　米 計 又 は 全 社 連　　　結

1.　売上高及び営業損益

　   売　　上　　高

  (1)  外部顧客に対する売上高 168,005 2,286 3,061 173,353 －   173,353 

  (2)  セ グ メ ン ト 間 の

　　   内部売上高又は振替高 4,442 94 724 5,261 5,261 )(     － 

計 172,448 2,381 3,785 178,615 5,261 )(     173,353 

　   営　 業　 費　 用 154,412 2,275 3,736 160,423 　　　　53 160,477 

　   営　 業 　利　 益 18,036 106 49 18,192 5,315 )(     12,876 

2.　資　 　　  　　 産 161,052 2,610 2,848 166,511 　  30,145 196,656 

(注)1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
    2. 各区分に属する主な国又は地域
       (1) 北      米……米  国
       (2) 日本を除くアジア……中国（含む香港）、シンガポール等
    3. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門・経理部門・
　　　 人事部門等管理部門及び研究開発部門に係わる費用であり、前期は5,061百万円、当期は5,280百万円であります。

 　 4. 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、
　　　 長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係わる資産等であり、前期は36,097百万円、当期は35,138百万円
　　　 であります。

３.　海　外　売　上　高

　　前連結会計年度（平成 16年 4月　1日～平成 17年 3月31日）           ( 単　位：百万円 )

東アジア 北     米 その他 計

１ 海  外  売  上  高 31,633 5,587 24,049 61,270

２ 連  結  売  上  高 158,274
３ 連結売上高に占める海外売上の割合(%) 20.0 3.5 15.2 38.7

　　当連結会計年度（平成 17年 4月　1日～平成 18年 3月31日）           ( 単　位：百万円 )

東アジア 北     米 その他 計

１ 海  外  売  上  高 36,177 6,927 22,671 65,776

２ 連  結  売  上  高 173,353
３ 連結売上高に占める海外売上高の割合(%) 20.9 4.0 13.1 37.9

(注)1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
    2. 各区分に属する主な国又は地域
       (1) 北  米………… 米国、カナダ
       (2) 東アジア……… 中国、韓国、台湾
       (3) その他………… シンガポール、タイなど
    3. 海外売上高は、親会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

当連結会計年度　( 平成 17年  4月  1日～平成 18年 3月31日 )

前連結会計年度　( 平成 16年  4月  1日～平成 17年 3月31日 )

日本を除く
アジア

日本を除く
アジア
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(１) 生産実績

(単位：百万円)

事  業  区  分

合        計

(注)金額は販売価格により示しております。

(２) 受注実績

(単位：百万円)

事  業  区  分

受  注  高 受 注 残 高 受  注  高 受 注 残 高

64,357 39,900 105,299 80,833

99,363 76,887 119,347 89,329

2,458 805 3,010 1,734

合        計 166,179 117,592 227,656 171,895

(３) 販売実績

(単位：百万円)

事  業  区  分

合        計

  (７)生 産、受 注 及 び 販 売 の 状 況

機 械 製 品 関 連 事 業

地 域 開 発 関 連 事 業

鉄 鋼 製 品 関 連 事 業

機 械 製 品 関 連 事 業

地 域 開 発 関 連 事 業

鉄 鋼 製 品 関 連 事 業

機 械 製 品 関 連 事 業

地 域 開 発 関 連 事 業

鉄 鋼 製 品 関 連 事 業

当連結会計年度前連結会計年度

(平成16年4月1日～平成17年3月31日) (平成17年4月1日～平成18年3月31日)

158,288

64,366

106,865

2,081

173,313

3,316

52,339

102,632

前連結会計年度

(平成16年4月1日～平成17年3月31日)

当連結会計年度

158,274

前連結会計年度 当連結会計年度

173,354

(平成17年4月1日～平成18年3月31日)

(平成16年4月1日～平成17年3月31日) (平成17年4月1日～平成18年3月31日)

64,366

106,906

2,081

52,339

102,618

3,316
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 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの （ 単 位：百万円 ）

前連結会計年度 当連結会計年度
平成１7年３月３1日現在 平成１8年３月３1日現在

連結貸借
対照表計
上額

時価 差額
連結貸借
対照表計
上額

時価 差額
連結貸借
対照表計
上額

時価 差額

（時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの）

73 73 0 - - - 73 △  73 △  0

499 499 0 - - - 499 △ 499 △ 0

（時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの）

- - - - - - - - -

573 573 0 0 573 △ 573 △ 0

 ２．その他有価証券で時価のあるもの （ 単 位：百万円 ）

前連結会計年度 当連結会計年度
平成１7年３月３1日現在 平成１8年３月３1日現在

取得原価
連結貸借
対照表計
上額

差額 取得原価
連結貸借対
照表計上額 差額 取得原価

連結貸借
対照表計
上額

差額

（連結貸借対照表計上額が取得価額を超えているもの）

3,341 7,628 4,286 3,314 12,464 9,150 27 △  4,836 4,864 

（連結貸借対照表計上額が取得価額を超えていないもの）

160 141 19 △  360 343 17 △  200 202 2 

3,502 7,769 4,267 3,675 12,808 9,133 173 5,039 4,866 

３．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （ 単 位：百万円 ）

自　平成 16年  4月  1日　至　平成 17年 3月31日 自　平成 17年  4月  1日　至　平成 18年 3月31日

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

90 - 29 147 98 -

 ４．時価評価されていない主な有価証券の内容 （ 単 位：百万円 ）

前連結会計年度 当連結会計年度
平成１7年３月３1日現在 平成１8年３月３1日現在

その他有価証券
1,903 1,855 47 △  

５．有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

73 -

499 -

 (９) 　デ　リ　バ　テ　ィ　ブ　関　係

前連結会計年度(平成 16年4月1日～平成 17年3月31日)及び当連結会計年度(平成 17年4月1日～平成 18年3月31日)

　　当グループのデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略しております。

国債・地方債等

国債・地方債等

そ　　の　　他

国債・地方債等

合計

種　　　　　類

株　　　　　　式

株　　　　　　式

合計

増減

増減

 (８) 　有　   価　   証　   券　　関　　係

１年以内（百万円）
平成１8年３月３1日現在

１年以内（百万円）

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

種　　　　　類

その他

前連結会計年度 当連結会計年度

種類

前連結会計年度

非上場株式（店頭売買株式を除く）

種類
当連結会計年度

平成１7年３月３1日現在

増減
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   １．採用している退職給付制度の概要

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金・適格退職年金制度
及び退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職などに際して割増退職金を支
払う場合があります。

２．退職給付債務に関する事項（平成18年3月31日現在）
（単位:百万円）

① 退職給付債務 △ 29,145
② 年金資産 22,071
③ 未積立退職給付債務 △ 7,073
④ 会計基準変更時差異の未処理額 3,074
⑤ 未認識数理計算上の差異 928
⑥ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △ 205
⑦ 貸借対照表計上額(総額) △ 3,275
⑧ 前払年金費用 0
⑨ 退職給付引当金(純額) △ 3,275

３．退職給付費用に関する事項（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）
（単位:百万円）

 ① 勤務費用 1,592 (注)
② 利息費用 577
③ 期待運用収益 △ 373
④ 会計基準変更時差異の費用処理額 782
⑤ 数理計算上の差異の費用処理額 953
⑥ 過去勤務債務の費用処理額 △ 25
⑦ 退職給付費用 3,507

(注) イ）上記退職給付費用以外に,割増退職金２８０百万円支払っており、
販売費及び一般管理費・売上原価として計上しております。

ロ）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に
計上しております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
② 割引率 2.00%
③ 期待運用収益率 2.00%
④ 過去勤務債務の額の処理年数 １０年
⑤ 数理計算上の差異の処理年数 １０年
⑥ 会計基準変更時差異の費用処理年数 主に１０年

（１０） 退　職　給　付　関　係
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１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額 １株当たり当期純利益金額

　なお，潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　なお，潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　については、潜在株式が存在しないため記載して 　については、潜在株式が存在しないため記載して

　おりません。 　おりません。

(注)１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下の通りであります。

(１１) １ 株 当 た り 情 報

普 通 株 主 に 帰 属 し な い 金 額

前連結会計年度

１７円５７銭

当連結会計年度

　自　平成１７年　４月　１日

　至　平成１８年　３月３１日

８円７０銭

　自　平成１６年　４月　１日

　至　平成１７年　３月３１日

３７１，３２１，０２６株普 通 株 式 の 期 中 平 均 株 式 数

当連結会計年度
　自　平成１７年　４月　１日

　至　平成１８年　３月３１日

前連結会計年度

６，５２５百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 金 額

当 期 純 利 益

３７１，３５７，５８５株

３，２２８百万円

３，２８４百万円

　　　　５５百万円

　　　　(５５百万円)

１７７円１９銭１５４円５９銭

普 通 株 式 に 係 る 当 期 純 利 益

（うち利益処分による役員賞与）

　至　平成１７年　３月３１日

　　　　(６１百万円)

６，５８６百万円

　　　６１百万円

　自　平成１６年　４月　１日
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《決算説明補足資料》 平成１８年５月８日

１．平成１８年３月期連結決算について

（１）損益実績 （２）※H１８年３月期連結経常利益の
(億円) H１７年３月期比５６億円増加の要因

H18年3月期 H17年3月期 差　異 前期比

売 上 高 1,733 1,582 151 110%

単　　　独 1,455 1,299 156 － ・生産量増加による効果 38 億円　

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等 278 283 △ 5 － ・原材料、部品の購入価格ＵＰ △20

営業利益 129 77 52 168% ・燃料（主に油）の価格ＵＰ △6

単　　　独 107 48 59 － ・コスト改善、代価是正 42

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等 22 29 △ 7 － ・地域開発事業物件減 △3

経常利益   (※) 118 62 56 190% ・営業外損益（金利等）改善 4

単　　　独 102 43 59 －

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等 16 19 △ 3 － （セグメント別）

特別損益 △ 5 △ 4 △ 1 － 鉄鋼製品関連事業 33

当期利益 66 33 33 200% 機械製品関連事業 23

単　　　独 60 24 36 － 地域開発関連事業 △3

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等 6 9 △ 3 － その他共通費用 3

売上高経常利益率 6.8% 3.9% 2.9%

有利子負債残高 469 510 △ 41

Ｄ／Ｅレシオ 0.71 0.89 △0.18
純Ｄ／Ｅレシオ 0.43 0.47 △0.04

Ｈ１８年３月期連結経常利益１１,７７０百万円（実績）は、過去最高利益の更新となる。

　（過去の最高はＨ５年３月期の　１０,５８２百万円）

Ｈ１９年３月期の予想連結経常利益１３，５００百万円も、引き続き最高額を更新見込み。（新中計）

（３）連結受注・売上実績　（但し、セグメント内の内訳は単体の主要製品を表示）

《受注高》 (億円) 《売上高》 (億円)

H18年3月期 H17年3月期 差　異 H18年3月期 H17年3月期 差　異

鉄鋼製品 1,053 644 409 鉄鋼製品 643 523 120
電力・原子力 271 218 53 電力・原子力 195 162 33
圧 力 容 器 類 306 92 214 圧 力 容 器 類 72 61 11
ｸﾗｯﾄﾞ鋼管・鋼板 299 152 147 ｸﾗｯﾄﾞ鋼管・鋼板 207 141 66

機械製品 1,193 993 200 機械製品 1,069 1,026 43
樹脂製造・加工 242 168 74 樹脂製造・加工 180 162 18

成 形 機 335 272 63 成 形 機 296 242 54

IT 関 連 機 器 86 78 8 IT 関 連 機 器 84 92 △ 8

地域開発事業 30 25 5 地域開発事業 21 33 △ 12

合　　計 2,276 1,662 614 合　　計 1,733 1,582 151

（内、輸出） (1,054) (546) (508) （内、輸出） (609) (540) (69)

（４）期末配当の変更

H１８年３月期の配当金につき、一株当り前期比２円増配し ５円の予定（前回予想 ４円）。
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２．平成１９年３月期の連結業績見通しについて

（１）損益見通し （２）※H１９年３月期連結経常利益予想の
(億円) H１８年３月期比１７億円増加の要因

H19年3月期
予想

H18年3月期
実績 差　異

(通　期)
実績比

通期 中間期 通期 中間期 ・生産量増加による効果 26 億円

売 上 高 1,880 910 1,733 782 147 108% ・原材料、部品の購入価格ＵＰ △17

単　　　独 1,600 780 1,455 646 145 － ・燃料（主に油）の価格ＵＰ △5

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等 280 130 278 136 2 － ・コスト改善、代価是正 27

営業利益 150 67 129 43 21 116% ・減価償却費、人件費増加 △10

単　　　独 130 58 107 33 23 － ・営業外損益（賃貸益等）減少 △4

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等 20 9 22 10 △2 －

経常利益   (※) 135 59 118 37 17 114% （セグメント別）

単　　　独 120 55 102 33 18 － 鉄鋼製品関連事業 6

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等 15 4 16 4 △1 － 機械製品関連事業 10

特別損益 △ 10 △ 4 △ 5 △2 △5 － 地域開発関連事業 2

当期利益 71 33 66 22 5 108% その他共通費用 △1

単　　　独 64 32 60 21 4 －

ｸﾞﾙｰﾌﾟ等 7 1 6 1 1 －

売上高経常利益率 7.2% 6.5% 6.8% 4.7% 0.4%

有利子負債残高 398 　　　－ 469 － △71

Ｄ／Ｅレシオ 0.56 － 0.71 － △0.15

純Ｄ／Ｅレシオ 0.35 － 0.43 － △0.08

（３）連結売上予想　（但し、セグメント内の内訳は単体の主要製品を表示） （４）設備投資計画

《売上高》 (億円) (億円)

H19年3月期
予想

H18年3月期
実績

差異
(予想）

H19年3月期
計画

H18年3月期
実績

鉄鋼製品 690 643 47 鉄鋼製品関連 71 33
電力・原子力 247 195 52 機械製品関連 35 17
圧 力 容 器 類 75 72 3 共　　　　　　通 1 1
ｸﾗｯﾄﾞ鋼管・鋼板 212 207 5 合　　　計 107 51

機械製品 1,161 1,069 92
樹脂製造・加工 200 180 20

成 形 機 320 296 24

IT 関 連 機 器 95 84 11

地域開発事業 29 21 8

合　　計 1,880 1,733 147

（内、輸出） (720) (609) (69)

以　上
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